
第 1 2 期  決 算 公 告  

平成 22 年 6 月 28 日  
東京都中央区日本橋茅場町一丁目 2 番 4 号

日証金信託銀行株式会社  

代表取締役社長 古舘 直人  

貸借対照表 （平成 22 年 3 月 31 日現在）  
（単位：百万円）

17,153 291

現 金 0 定 期 預 金 291

預 け 金 17,153 366,500

876 86,192

1,341,505 9,611

国 債 897,766 1,129,600

地 方 債 105,029 借 入 金 1,129,600

社 債 313,267 335

株 式 4 9,897

そ の 他 の 証 券 25,437 未 払 法 人 税 等 32

262,535 未 払 費 用 611

手 形 貸 付 700 前 受 収 益 9

証 書 貸 付 259,835 そ の 他 の 負 債 9,244

当 座 貸 越 2,000 28

1,503 25

未 収 収 益 1,389 15

そ の 他 の 資 産 113 1,602,498

140

建 物 77 14,000

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 62 3,932

249 資 本 準 備 金 3,932

ソ フ ト ウ ェ ア 248 1,900

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 0 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,900

233 繰 越 利 益 剰 余 金 1,900

△ 2,944 19,833

△ 1,078

△ 1,078

18,754

1,621,253 1,621,253

金 額

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金

借 用 金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

賞 与 引 当 金

純 資 産 の 部 合 計

金 額

コ ー ル マ ネ ー

預 金

売 現 先 勘 定

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

そ の 他 負 債

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

負 債 の 部 合 計

退 職 給 付 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

（ 純 資 産 の 部 ）

資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

現 金 預 け 金

買 入 金 銭 債 権

有 価 証 券

貸 出 金

そ の 他 資 産

信 託 勘 定 借

科 目 科 目

（ 負 債 の 部 ）（ 資 産 の 部 ）
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損益計算書  
（単位：百万円）

6,019 
250 

4,737 
貸 出 金 利 息 1,293 

有 価 証 券 利 息 配 当 金 3,338 

コ ー ル ロ ー ン 利 息 36 

債 券 貸 借 取 引 受 入 利 息 33 

預 け 金 利 息 27 

そ の 他 の 受 入 利 息 7 

48 
そ の 他 の 役 務 収 益 48 

983 
国 債 等 債 券 売 却 益 983 

0 
そ の 他 の 経 常 収 益 0 

4,348 
2,099 

預 金 利 息 0 

コ ー ル マ ネ ー 利 息 698 

売 現 先 利 息 71 

債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 156 

借 用 金 利 息 1,169 

そ の 他 の 支 払 利 息 2 

72 
そ の 他 の 役 務 費 用 72 

754 
国 債 等 債 券 売 却 損 2 

国 債 等 債 券 償 却 14 

そ の 他 の 業 務 費 用 737 

797 
624 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 612 

そ の 他 の 経 常 費 用 12 

1,670 
3 

固 定 資 産 処 分 損 3 

1,667 
1 

△ 233 
△ 232 
1,900 

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

信 託 報 酬

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

資 金 調 達 費 用

経 常 費 用

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

金 額科 目

経 常 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

役 務 取 引 等 費 用

 

平 成 21 年 4 月 1 日 から

平 成 22 年 3 月 31 日 ま で
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重要な会計方針  

1 有価証券の評価基準及び評価方法は、それぞれ次のとおりであります。  
満期保有目的債券  移動平均法による償却原価法（定額法）によって行ってお

ります。  
その他有価証券   
 時価のあるもの  決 算 日 の 市 場 価 格 等 に 基 づ く 時 価 法 に よ り 行 っ て お り ま

す。  
評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しております。  
 時 価 を 把 握 す る

こ と が 極 め て 困

難 と 認 め ら れ る

もの  

移動平均法による原価法により行なっております。  

2 固定資産の減価償却の方法  

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）  
有形固定資産は、定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く。）については

定額法）を採用しております。  
また、主な耐用年数は次のとおりであります。  
建 物  3 年～ 46 年  
そ の 他  3 年～ 20 年  

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）  
無形固定資産は、定額法により償却しております。  
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（ 5 年）

に基づいて償却しております。  

3 引当金の計上基準  

(1) 貸倒引当金  
貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上してお

ります。「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監

査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第 4 号）

に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類

ごとに分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績等から算出した予想損失

率に基づき引き当てることにしております。破綻懸念先債権に相当する債権につ

いては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除

し、その残額のうち必要と認める額を引き当てることにしております。破綻先債

権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能

見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てることにして

おります。  
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が一次査定、責

任部署である審査室が二次査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が

査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

(2) 賞与引当金  
賞与引当金は、従業員への賞与の支払に備えるため、従業員に対する賞与の支

給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。  

(3) 退職給付引当金  
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる

額を計上しております。  
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(4) 役員退職慰労引当金  
役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく当事

業年度末要支給額を計上しております。なお、平成 20 年 6 月 27 日開催の取締役

会において役員退職慰労金制度を廃止しております。役員退職慰労引当金は、制

度廃止日に在任し、かつ、当事業年度末に在任している役員に対する支給見込額

であります。  

4 外貨建て資産及び負債の本邦通貨への換算基準  
外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。  

5 リース取引の処理方法  
所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成 20 年 4

月 1 日前に開始する事業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた

会計処理によっております。  

6 ヘッジ会計の方法  
金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、金融商品に係る会計基準等に規定する

金利スワップの特例処理によっております。  

7 消費税等の会計処理  
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。  
ただし、固定資産に係る控除対象外消費税額等は、当事業年度の費用に計上して

おります。  

追加情報  

金融商品に関する会計基準  
当事業年度末から「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号平成 20 年 3

月 10 日）および「金融商品の時価等の開示に関する適用指針（企業会計基準適用指

針第 19 号平成 20 年 3 月 10 日）を適用しております。  
 

注記事項  

貸借対照表関係  

1 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。  

2 現金担保付債券貸借取引および現先取引により差入れている有価証券が、国債に

96,935 百万円含まれております。  

3 貸出金のうち、破綻先債権額は 1,463 百万円、延滞債権額は 209 百万円であります。  
 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していること

その他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収

利息を計上しなかった貸出金のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第

96 条第 1 項第 3 号のイからホまでに掲げる事由又は同項 4 号に規定する事由が生じ

ている貸出金であります。  
 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の

経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出

金であります。  

4 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 1,382 百万円であります。  
 なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的とし

て、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有

利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び 3 ヶ月以上延滞債権に

該当しないものであります。  

5 破綻先債権額、延滞債権額、 3 ヶ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計

額は、 3,055 百万円であります。  
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 なお、 3 から 5 に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。  

6 ローン・パーティシペーションで、平成 7 年 6 月 1 日付日本公認会計士協会会計制

度委員会報告第 3 号に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加

元本金額のうち、貸借対照表計上額は、 4,687 百万円であります。  

7 担保に供している資産は次のとおりであります。  
担保に供している資産  
 有価証券  1 ,298,704 百万円  
 貸出金  167,799 百万円  
担保資産に対応する債務   
 コールマネー  219,500 百万円  
 売現先勘定  86,192 百万円  
 債券貸借取引受入担保金  9 ,611 百万円  
 借用金  940,100 百万円  
この他、信託業法第 11 条に規定する供託金として、有価証券 24 百万円を差し入

れております。  

8 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行

の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の

限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資

未実行残高は、10,000 百万円であります。このうち原契約期間が 1 年以内のものが

9,000 百万円、 1 年超のものが 1,000 百万円であります。  
 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資

未実行残高そのものが必ずしも当社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるも

のではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びそ

の他相当の事由があるときは、当社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極

度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時にお

いて必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予

め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、

与信保全上の措置等を講じております。  

9 関係会社に対する金銭債権総額     49 百万円  

10 関係会社に対する金銭債務総額   90,008 百万円  

11 有形固定資産の減価償却累計額     76 百万円  

12 1 株当たり純資産額    46,885 円 83 銭  

13 銀行法第 18 条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。  
 剰余金の配当をする場合には、会社法第 445 条第 4 項（資本金の額及び準備金の

額）の規定にかかわらず、当該剰余金の配当により減少する剰余金の額に 5 分の 1
を乗じて得た額を利益準備金として計上しております。  

14 単体自己資本比率（国内基準）  19.88％  

損益計算書関係  

1 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。  

2 関係会社との取引による収益  
資金運用取引による収益総額          1 百万円  
その他業務・その他経常取引に係る収益総額   0 百万円  

3 関係会社との取引による費用  
資金調達取引による費用総額         122 百万円  
その他業務・その他経常取引に係る費用総額   65 百万円  

5



4 関連当事者との取引に関する事項  
開示該当事項はありません。  

5 1 株当たり当期純利益金額         4,750 円 44 銭  
 

金融商品関係  

1 金融商品の状況に関する事項  

(1) 金融商品に関する取組み方針  
当社の銀行業務においては、貸出等の与信業務及び資金証券業務を行っており

ます。資金証券業務においては、有価証券の運用業務として国債、政府保証債、

公社公団債、地方債などを中心とした安全性・流動性の高い商品を対象とし、運

用しております。また資金調達につきましては、コール取引をはじめとする短期

金融市場における調達が太宗を占めております。  

(2) 金融商品の内容およびそのリスク  
当社が保有する金融資産は、主として入札方式による中央政府向け貸出及びシ

ンジケート・ローン等による事業法人向け貸出並びに ALM 金利シナリオに沿った、

中短期の国債、政府保証債、公社公団債、地方債などを中心とした安全性・流動

性の高い有価証券投資であります。  
貸出金につきましては、取引先の契約不履行によってもたらされる信用リスク

に、有価証券については、発行体の信用リスク、金利の変動リスクおよび市場価

格の変動リスクに晒されております。  
またコールマネー、借入金等の調達は、一定の環境下で当社が市場を利用でき

なくなる場合等の流動性リスクに晒されております。  
デリバティブ取引については、ヘッジを目的とした金利スワップ取引を行って

おりますが、全ての取引は、一定の要件を備えたヘッジ会計における金利スワッ

プの特例処理を適用しております。  

(3) 金融商品にかかるリスク管理体制  
当社は、経営の健全性を確保するために、リスク管理体制の整備・強化を重要

課題と位置付けており、取締役会で「リスク管理の基本方針」を策定し、その中

でリスクごとの基本方針等を定めており、これに基づき、各種リスクの具体的な

管理方法の制定および管理体制を整備し、リスク統括部がリスクの統合的管理を

行っております。  
リスク統括部では、リスク量の測定およびモニタリング、情報の収集・分析な

らびにリスク状況の経営会議等への報告等を行うことにより、適正なリスクマネ

ージメントの実践に努めております。  

信用リスクの管理  
当社の信用リスク管理体制は、信用リスクに関する基本的な方針を決定する取

締役会に加えて、経営会議および投融資委員会の 2 つの会議体を中心に成り立っ

ております。また当社の信用リスク管理では、個別審査管理およびポートフォリ

オ管理の 2 つのアプローチを通じて全ての与信取引について信用リスクを的確に

把握し、リスクに見合った適正な収益の確保、損失発生の抑制を図っております。 

市場リスクの管理  
当社の市場リスク管理体制は、基本的な方針を決定する取締役会に加えて、経

営会議および ALM 委員会の 2 つの会議体を中心に成り立っております。また市

場リスク管理においては、リスク量をリスクキャピタルの配賦額限度内にコント

ロールするとともに、損失が経営体力や損益に与える影響を一定の範囲内にとど

めるべく、損失限度管理やロスカットルールによる管理を実施しております。  

流動性リスクの管理  
当社の流動性リスク管理体制は、流動性リスクに関する基本的な方針を決定す

る取締役会に加えて、具体的な対応につきましては、平常時および緊急時に区分
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し行っております。また当社の流動性リスク管理では、流動性リスクが経営の存

続および金融システム全体にとって最も基本的かつ重要な管理対象リスクであ

るという認識の下、全ての経営戦略に先立って安定的な資金繰りの達成を目的と

して管理を行っております。  

(4) 金融商品の時価に関する補足説明  
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には

合理的に算定された価額が含まれており、当該価額の算定においては一定の前提

条件等を採用しているため、異なる条件等によった場合には当該価額が異なるこ

ともあります。  

2 金融商品の時価に関する事項  
平成 22 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額は、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場

株式等は、次表には含めておりません。（注 2 参照）  
 （単位：百万円）  

 貸 借 対 照 表

計 上 額
時 価 差 額  

現 金 預 け 金  17,153 17,153 －  
買 入 金 銭 債 権  876 876 －  
有 価 証 券 （ ※ ）  1 ,340,722 1,342,406 1,684 
貸 出 金  262,535 260,008 －  
貸倒引当金（※） △ 2,527 －  －  

資 産 計  1 ,618,761 1,620,445 1,684 

預 金  291 291 －  
コ ー ル マ ネ ー  366,500 366,500 －  
売 現 先 勘 定  86,192 86,192 －  
債 券 貸 借 取 引  
受 入 担 保 金  9 ,611 9,611 －  

借 用 金  1 ,129,600 1,129,630 30 
信 託 勘 定 借  335 335 －  

負 債 計  1 ,592,531 1,592,562 30 
*  貸出金に対応する一般貸倒引当金および個別貸倒引当金を控除しております。  

なお、有価証券に対する貸倒引当金については、重要性が乏しいため貸借対照表

計上額から直接減額しております。  

注 1. 金融商品の時価の算定方法  
資 産 

(1) 現金預け金  
預け金については、全て短期であるため時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。  

(2) 有価証券及び買入金銭債権  
債券等（買入金銭債権を含む）は、取引所の価格または業界団体およびブロー

カー等から入手した価格をもって時価としております。  
変動利付国債の合理的に算定された価額は、情報ベンダーである㈱ QUICK から

入手した価格を適用しております。㈱ QUICK の採用している理論値モデルは、フ

ォワードレート・プライシング・モデルであり、国債スポットレートおよびスワ

ップション・ボラティリティを価格決定変数としております。  
なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」

に記載しております。  

(3) 貸出金  
貸出金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出
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先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似してい

ることから当該帳簿価額に基づいて時価を算定しております。  
破綻懸念先、実質破綻先および破綻先等債権については、担保および保証によ

る回収可能見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日に

おける貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しているた

め、当該価額をもって時価としております。  
 

負 債 

(1) 預金、コールマネー、売現先勘定、債券貸借取引受入担保金及び信託勘定借  
全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

を時価としております。  

(2) 借用金  
借用金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また当社の

信用状態は実行後大きな変動はないことから、時価は帳簿価額と近似していると

考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。また固定金利によるもの

は、一定の期間毎に区分した当該借用金の元利金の合計額を同様の借入において

想定される利率で割引いて時価算定を行っております。  

注 2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、

金融商品の時価情報の「有価証券」には含まれておりません。  
 （単位：百万円）

区 分  貸 借 対 照 表

計 上 額

非 上 場 株 式  4  
出 資 金  373 

合 計  377 

注 3. 金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額  
   （単位：百万円）

 1 年 以 内
1 年 超

5 年 以 内

5 年 超  
1 0 年 以 内  1 0 年 超

現 金 預 け 金  17,153 －  －  －  
買 入 金 銭 債 権  －  876 －  －  
有 価 証 券      
（満期保有目的の債券）  3 ,367 22,115 40,766 2,961 
（その他有価証券のうち  
満 期 が あ る も の ）  1 ,166,346 103,242 2,326 －  

貸 出 金 （ ※ ）  194,366 61,908 4,588 －  

合 計  1 ,381,233 188,142 47,682 2,961 
*  貸出金のうち、破綻先および実質破綻先に対する債権等、償還予定額が見込め  

ない 1,672 百万円は含めておりません。  

注 4. 借用金およびその他有利子負債の決算日後の返済予定額  
   （単位：百万円）

 1 年 以 内
1 年 超

5 年 以 内

5 年 超  
1 0 年 以 内  1 0 年 超

預 金  291 －  －  －  
コ ー ル マ ネ ー  366,500 －  －  －  
売 現 先 勘 定 等  95,804 －  －  －  
借 用 金  1 ,085,100 44,500 －  －  

合 計  1 ,547,696 44,500 －  －  
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有価証券関係  
貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金、並びに  

「買入金銭債権」中のその他の買入金銭債権が含まれております。  

1 満期保有目的の債券（平成 22 年 3 月 31 日現在）  
   （単位：百万円）

 
種 類

貸 借 対 照 表

計 上 額
時 価  差 額

国 債 39,869 41,062 1,192 
社 債 7,010 7,200 189 
そ の 他 22,331 22,633 301 

時 価 が 貸 借 対 照

表 計 上 額 を  
超 え る も の  

合 計 69,212 70,896 1,684 
(注 )  時価は、当事業年度末における市場価格等に基づいております。  

2 その他有価証券（平成 22 年 3 月 31 日現在）  
（単位：百万円）

 
種 類

貸 借 対 照 表

計 上 額
取 得 原 価  差 額

債 券 559,537 559,106 430 
（ 国 債 ） 275,358 275,316 42 
（ 地 方 債 ） 81,624 81,528 96 
（ 社 債 ） 202,553 202,261 291 
そ の 他 10,006 10,000 6 

貸 借 対 照 表 計 上

額 が 取 得 原 価 を

超 え る も の  

小 計 569,543 569,106 436 

債 券 709,646 709,807 △ 161 
（ 国 債 ） 582,537 582,593 △ 56 
（ 地 方 債 ） 23,404 23,419 △ 14 
（ 社 債 ） 103,703 103,795 △ 91 
そ の 他 8,608 8,614 △ 6 

貸 借 対 照 表 計 上

額 が 取 得 原 価 を

超 え な い も の  

小 計 718,254 718,422 △ 168 

合 計 1,287,798 1,287,529 268 
(注 )  時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券  

 （単位：百万円）

区 分  貸 借 対 照 表

計 上 額

株 式  4  
そ の 他  373 

合 計  377 
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。  
 

3 当事業年度中に売却したその他有価証券  
（自平成 21 年 4 月 1 日 至平成 22 年 3 月 31 日）  

（単位：百万円）  
 売 却 額 売 却 益 の 合 計 額 売 却 損 の 合 計 額  

債 券  2 ,714,399 875 △ 2 
（ 国 債 ）  2 ,526,764 557 △ 2 
（ 地 方 債 ）  51,135 91 -  
（ 社 債 ）  136,499 226 △ 0 

合 計  2 ,714,399 875 △ 2 
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4 保有目的を変更した有価証券  
その他有価証券から満期保有目的の債券へ変更したもの（平成 22 年 3 月 31 日現在） 

 （単位：百万円）  
 

時 価
貸 借 対 照 表

計 上 額

貸 借 対 照 表 に  
計 上 さ れ た  
そ の 他 有 価 証 券 の  
評 価 差 額 金 の 額  

国 債  41,062 39,869 △ 462 
社 債  2 ,062 1,910 △ 268 
そ の 他  22,633 22,331 △ 615 

合 計  65,758 64,112 △ 1,347 
 

税効果会計関係  
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、以下のとおりであります。  

 （単位：百万円）

貸倒引当金  815 

賞与引当金  11 

退職給付引当金  10 

役員退職慰労引当金  6  

固定資産減損他  86 

繰越欠損金  4 ,537 

繰延税金資産小計  5 ,468 

評価性引当額  △ 5,234 

繰延税金資産合計  233 
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信託財産残高表（平成 22 年 3 月 31 日現在）  
（単位：百万円）

金 額 負 債 金 額

209,869 特 定 金 銭 信 託 103,548

199,673 金 銭 信 託 以 外 の
金 銭 の 信 託

458,672

455 有 価 証 券 の 信 託 7,699

9,741 金 銭 債 権 の 信 託 500

7,697

500

50

299,107

335

52,860

570,420 合 計 570,420

銀 行 勘 定 貸

現 金 預 け 金

合 計

受 託 有 価 証 券

金 銭 債 権

そ の 他 債 権

コ ー ル ロ ー ン

有 価 証 券

外 国 証 券

国 債

そ の 他 の 証 券

資 産

 

（注） 1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。  
2. 元本補てん契約のある信託については、平成 22 年 3 月 31 日現在

取扱残高はありません。  
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